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資本主義的再生産と国家との
関係について
藤田暁男
資本主義的再生産と国家との関係を問題にする場合の焦点は，資本主義的
再生産の展開が一方では自律的傾向を持っているところから，国家をその外
的関係として定立しようとする傾向があるのに対して，他方で再生産の継続
的展開に必要な「秩序」維持のために国家介入を要求していく傾向がある，
という2つの傾向をどのように論理的，歴史的に関係づけるか，という点に
あるように思われる。このような論点の考察に際しては，資本主義的再生産
にかかわる経済諸主体が§その再生産の展開に規制されつつ，一定の「社会
的意思」を形成し，それを法的関係，政策的関係等のに社会的規範」として
諸主体を拘束する社会関係を形成しつつ国家とかかわっていく，いわば「ケ
ネシス的関係」を解明する必要がある。それには，資本主義的再生産と主導
的産業との関係，そこから出てくる特定の経済政策，法律等の要求との関係
等の考察が必要であるが，ここでは，その前段的考察として，資本主義的再
生産と「社会的規範」と国家との関係にかんする基本的観点の提示という形
（1）
の考察にとどめざるをえない。このような観点から，資本主義的生産におけ
る権力的関係と国家との関係およびそれ自体の中に法的関係を内包している近
代的信用と国家との関係の問題を取上げて論じることにしたい。
（註）
（1）本稿は，近く刊行予定の拙著『国民経済と独占』（仮題)の｢国民経済と国家」
の章のために準備された原稿の一部に加筆したものである。
（1）経済的諸関係における権力的関係と国家
商品交換を反映する限りでの市民法は，資本主義的階級関係を明白に示す
ことができず，資本家と労働者の間の労働力商品の交換をも同等の主体・人
格者間の交換として表現する。「自由な人として自分の労働力を自分の商品
として処分できるという意味と，他方では労働力のほかには商品として売る
ものをもっていなくて，自分の労働力の実現のために必要なすべての物から
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解き放たれており，すべての物から自由であるという意味で｣、「二重の意味_L
（1）
での「自由な労働者」は，本質的には違った内容の「自由」を形式的に同等
な「自由」意思にもとずくものとして,法的な労働契約を介して社会的関係
に入る。この「自由」な労働契約は，資本家の経済的活動の自由を可能なら
しめるものである力曾，労働者にとっては資本による拘束の形態でしかない。
このような社会的関係が再生産されるためには，「自分の労働力のほかに売
るものがないという人間が現われることだけでは十分ではない。このような
人間力§自発的に自分を売らざるをえないようにすることだけでも，まだ十分
ではない凶資本家の権力的拘束を,社会的｢当為Sollen」として許容し承認す
る「自由｣意思を持つ労働者が再生産されねばならないのである。「資本主義
的生産が進むにつれて，教育や伝統や慣習によってこの生産様式の諸要求を
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自明の自然法則として認める労働者階級が発展してくる」のであり，この｢教
育や伝統や慣習」を支配する「社会的規範」の基本型は，諸個別資本におけ
る権力的秩序において育成されるように思われる｡労働者は自らの存在形態を
この資本の権力的拘束の中に見出すか，または相対的過剰人口一失業の中に
しか見出しえない。このような「無言の強制」のもとでの「社会的規範」は，
｢いっさいの抵抗をくじき｣，諸「個別資本の権力」を構成する「資本主義的
生産過程の組織｣を原‘姓して再生産されることになると考えられる。
このような諸個別資本の権力的支配は，総資本の運動に規制されて，つま
り，「平均利潤率は,総資本による総労働の搾取の程度によって定まる」関係
に規制されて,「総資本による総労働者階級の搾取｣に｢参加｣する｢観畿)と
しての「社会的規範」の形態へ進展する。この具体的形態としては，例え
ば，産業別に形成された資本家団体の施策，労働|貫習，労働者教育などの，
国家機関にかかわらない形態や，工場法，新救貧法，公教育制度などの，国
家機関にかかわる形態がありうるし，資本主義的発展の度合によっても色々
な形態をとって現われうるであろう。また，それは多かれ少かれ政治的過程
を伴って居り，そのような「社会的規範」の形成過程は，経済的諸関係の政
（5）
治的諸関係への反映の過程でもあるだろう。
このような経済的諸関係における権力関係と国家権力との関係づけを試み
ようとする場合，この「社会的規範」の範鴫は不可欠の媒介項と考えられる
が，そこには，次のような難問があるように思われる。経済的諸関係として
の階級関係は，生産過程における実体としては支配と従属という権力関係で
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ありながら，流通過程における形式としては主体相互の自由意思による関係
を原則とする市民法的社会形態，いわばパシュカーニス的社会形態をとって
いる。国家権力は直接的には，また常態としてはそこには現われず外的関係
として定立するものとみられている。ところが工場法などの形でその経済的
諸関係に直接的にかつ常態として国家権力が入り込んでいる場合がある。一
体，経済的諸関係としての権力関係は，国家権力とどのようなメカニズムに
おいてかかわっていると考えるべきなのであろうか？）
そこには，一見対立ともみえる2つの考え方がありえよう。1つは，資本
主義的再生産の自律性を強調し，国家権力はあくまでそれの外的関係として
定立され，経済的諸関係における権力関係をいわば消極的に「保障」するも
のとみる考え方である。この考え方においては，生産過程における国家権力
の介入（例えば工場法）は，資本主義的再生産の自律性の基本的欠陥に起因
するものではなく，その再生産が本来持っている内在的自律性の展開を導出．
補助するものにすぎないW}これに対し，もう，つの考え方は,資本主義的再
生産の具体的展開は国家権力を含む一定の外的条件を不可欠としており，生
産過程における国家権力の介入も，資本主義的再生産の矛盾の顕現（失業や
恐慌）がもたらす階級闘争の激化から不可避的に資本自身が要求するもので
あり，経済的諸関係における権力関係も，結局は国家権力の階級支配の一部
（8）
にすぎない，とみる考え方である。
これら2つの考え方は，本来統一的かつ重層的に考えるべきものであるよ
うに思われる。資本の原始的蓄積過程において不可欠の積極的役割を果した
国家権力は，資本主義的再生産の本格的な形成と発展に伴って，いわば「空
洞化」される形でその再生産の外的関係として完成されていく。その場合，
再生産の形成と発展に伴って次のような資本主義的権力構造の内的構成が形
成，確立されていくことが把握されねばならない。再生産の自律的展開の内
的傾向が強まるに従って，生産過程における階級支配は，前述した経済的諸
関係における権力関係，諸｢個別資本の権力｣の強化によってますます確固と
したものとなり，その社会の最も基礎的な過程での力関係の定着に伴い，そ
の反映としての政治過程における資本家階級の影響力の強化が進展し，国家
権力の内部構造は一層資本主義的性格のものに仕上げられていく。そして，
国家権力がそのようなものとして仕上げられていけばいくほど，資本家階級
は，再生産の順調な発展（平均利潤率の形成）を助長するために，その権力
－64－
を利用していく。そして，経済的諸関係からの国家権力の後退一経済的諸関
係における諸「個別資本の権力」の確立と共に，それに照応して，それに支
えられ，かつそれを補強する国家権力が整備されていく。このようにして，
経済的諸関係における権力関係と国家権力の間には前者を土台としながら相
互補強関係が形成され，資本家階級による労働者階級および国民経済の支配
形態としての国家の総括的な権力支配が確立する，と考えられるのである。
このような資本主義的再生産の順調な発展（平均利潤率の形成）を助長す
る国家権力の役割は，資本主義的再生産の発展に伴うその矛盾の激化，混乱
の激化（利潤率の傾向的低下）と共に，助長というよりはそれへの対応
(例えば,恐慌対策1，)という性格を強めていく。むろん,自由競争が支配
的な状況下では，それらの対応策は，混乱の激化力:著るしい部分に対する対
症療法的性質を帯びている。しかし，そのような経済的諸関係への国家権力
の介入は，資本主義的再生産の混乱の一層の激化とその継続（いわゆる「大
不況｣）によって一層進展すると共に，より総体的な対応策の形態をとって
いくと考えられる。これらの点についてはさらに別に論ずることにしたい｡
（註）
(1)K.Marx,DasKapitall,MarxEngelsWerke(Dietz,1962)S.183も邦訳
『資本論』『マルクス，エンケルス全集』（大月書店，1965年)23a,211ペー ジ。
(2)ibid.S.765.同上,963ペー ジ。
(3)ibid.同上。「個別資本の権力｣について詳しくは別に論じる｡
(4)DasKapitalIH,ibid.S､207,邦訳25a,247ペー ジ。および,SS、219
～220．263ペー ジ。
（5）この点にかんする具体的歴史的過程については，吉岡昭彦編著『イギリス資
本主義の確立』（御茶の水書房,1968年）が，明快な問題意識のもとに，詳細でしか
も整理された考察を行っている。ことにここでは，「第二篇第二章自由主義経済政
策の展開と構造」（吉岡昭彦)が参考となる。例えば，「自由主義経済政策が利潤率
の均等化を阻害している諸要因を除去するのみならず，より積極的に自由競争の諸
条件を創出し，平均利潤率の全産業部門・全地帯への貫徹を促進する役割を果した」
という問題意識のもとにその具体的事象が指摘されている。
また,A、J・Taylor,Laissez-faireandStatelnterventioninNineteenth-
centuryBritain(Macmillan,1972)では，その歴史的過程が，多くの論争点の
整理，また古典学派との関係などにも配慮がなされつつ，コンパクトに展開されて
いる。例えば，19世紀イギリスの「自由放任のイデオロギー」が，多くのそれと反
対の現象（例えば，工場法や教育法などの国家権力の介在）を伴いつつ，古典学派
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とその伝播者およびTheEconomistなどによる普及過程，それと経済的現実との
橋渡しとなったManchesterSchoolとの関係，およびその政治的過程での現われ
としての自由党の出現などの過程を通して，支配的イデオロギーとなっていく状況
が簡潔にえがかれている。pp.27～30.
事実，初期工場法の体系的形成期（1847年法）前後のTheEconomistは，かな
り徹底した工場法批判の論陣を張っており，工場法が製造業者の機械の稼働率を悪
くし，労働者（殊に弱い部分）の収入を悪化させ，結局は彼等の自由な活力を奪い，
競争力を低下させる，といった主張を繰返し行っている。TheEconomist,March
6．1847,Jan､29,1848.
（6）藤田勇氏は，「資本主義社会において『工場の中』の関係と『工場の外』の
関係が法的規範をもってする国家権力の規制の対象としてどのように区別されるか，
したがってまた，それらが法的関係の成立にとってどのような相違をもつか」の問
題について，多少試行錯誤的思考をされた上で（『法と経済の一般理論』日本評論
社，1964年，194ページ，321ページ)，結局,資本主義的生産関係の矛盾の発現一階
級闘争の展開は，「資本家階級のあれこれの対応（総資本による個別資本の合理的
統制）をよびおこし，労働保護法という形での生産過程への国家権ﾂﾌの介入を生ぜ
しめ，そこでの意思関係を法的規範の作用のもとにおくにいたる凶（前掲書，193
ページ）という形で，生産過程一「工場の中」への国家権力ｸﾙ介入を論定されてい
る。この展開の妥当性は確固としているが，やはり，「『工場の中』のことは国家権
●●●●己●●
力の法的規範をもってする干渉から除外され」ている関係との論理的関係づけの問
題は最終的には解決されていないように思われる。
（7）この考え方の代表はいわゆる宇野理論である。「先生(宇野弘蔵氏…引用者）
は工場法も『公共の安寧』のための政策であり，資本の政策一自由主義段階です
から『産業資本の政策』といっていいでしょう－というより･は，［-個の社会体
制としての資本主義』力:自己保存のためにおこなう規制だと考えられていたことは
確実のように思われますJ大内力「現代資本主義と国家」『経済学批判』6（社会
評論社，1979年）19ページ。および大内力『大内力経済学大系第一巻経済学方法
論』（東京大学出版会，1980年）216～217ページ。より具体的な展開として，「実
質的には資本主義化しえないものを商品形態をもって自己に包摂するという；資本
主義の自立的存立の基盤そのものにすでに無理があるのであって，それゆえに，一
方では主従法のような強権的立法が，他方では工場法のような労働者保護立法が，
国家の体制維持機能として要請されてくるし，……」加藤栄一「資本主義の発達と
国家」『現代の国家と経済』大内秀明･柴垣和夫編（有斐閣，1979年）102～103ペー
ジ。この考え方においては，工場法は，資本主義社会の矛盾の顕現（失業や恐慌）
に対する資本自身の対応策（例えば社会政策）ではなく，「ある程度国家権力が，
いわば共同社会を維持する必要上この関係に介入」（大内力，前掲書，216ページ）
している状況なのである。だから，工場法（ここに作用している国家権力）の資本
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主義的性格，階級的性格を問う視角はあいまいにならざるをえない。
また，先述のA・テイラーは，ここ30年余りの間にイギリス19世紀中葉の国家
不介入論は色々な点から疑問力:出され，論争されてきたことを解説しながらも，古
典学派が反対した工場法や鉱山法が，経済学主導の自由放任主義に対する人道主義
者の圧力，それへの妥協としての国家介入としてあらわれると共に，非経済的分野
（教育，保健）で多くの国家介入が展開されたとみている。(ibid.pp.56～59)
しかし，このような展開には，資本家階級の特殊利害一特殊的意思が一般利害一
一般的意思（社会的意思）としてどのようなメカニズムにおいて現われるかという
問題点が不明確になる恐れがあるように思われる。
（8）例えば，上記註(7)の考え方を批判した次の論文。岡田与好「自由放任主義と
近代国家」『近代国家形成の諸問題』吉岡昭彦，成瀬治編（木鐸社，1979年)｡この
論文では，いわゆる「19世紀行政革命」が注目され，「いわゆる自由主義時代にお
いても，経済政策においては自由放任主義原理が際立ったのに対して，社会政策に
おいては，自由放任主義原理は絶対化されず，国家の干渉の導入は回避されなかっ
ただけでなく，むしろ組織化されはじめた」（279ペー ジ)と考えられている。
自由主義時代の国家不干渉論への反対論は，先きのA・テイラー の解説にもある
ように，少〈ない。その典型は，イギリス福祉国家の起源を，通説の1870年代以降
でなく，19世紀中葉に求めるD.Roberts,VictorianOriginoftheBritish
WelfareState(NewHaven,1960)であろう。
生産過程への国家権力の介入を，資本家階級の権力的支配を前提した上で，労働
者階級への妥協としての「社会政策」と把えているのは,N･う°一ランツァスであ
る。「資本主義国家の二重の特徴とは，一方では，経済に対するこの国家の自律性
が，被支配諸階級のために経済的犠牲を払うという『社会』政策を，具体的力関係
に応じて，可能性として含意していることであるとともに，他方では，支配階級の
政治権力を危うくすることなく，その経済権力が時折り傷つけられることを可能に
するものが，制度化された政治権力の自律性に他ならないということなのである。
たとえば，実際には，国家独占資本主義段階における資本主義国家の『社会政策』
の形態を仮装している用語にすぎない，いわゆる『福祉国家』の全問題は，その点
にある。……資本主義国家の以上のような『社会政策』は，『資本論』のなかに，
とりわけ，第1巻の工場法に関するテキストに，陰画として描かれている。が,．も
っとも，この場合に問題とされているのは，実際には，資本の厳密な経済的利益に
照応するみせかけの犠牲にすぎない凶『資本主義国家の構造II』田口富久治・綱井幸
裕・山岸紘一訳，未来社，1981年，15ペー ジ｡）
（9）「工場法もまた1840年代において次第に恐慌対策たる色調を帯びてきたので
あるが･･…･1840年代には，インド綿作奨励策，穀物法撤廃機械輸出禁止法撤廃等
は，それぞれ独自な意義をもちつつ，しかも窮極的には恐慌対策へと収数していつ
ったのである。イギリス資本主義の全機構的確立とともに，あらゆる政策が，多か
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れ少なかれ恐慌対策ないしは社会的生産の均衡的発展策という性格を帯びてきた点
に留意すべきであろうJ吉岡昭彦，前掲書，429～430ペー ジ。このような点の国家
の理論への吸収がもっと進められねばならないように思われる。
（2）近代的信用と国家
商品交換における意思関係の具体的形態である契約は，経済的関係である
ると共に法的関係でもある｡そして,近代的信用はこの基礎の上に展開するも
のであるから，経済的諸関係の中でも上部構造的性格の強い経済的関係であ
り，それ故に中央銀行を基軸とする信用制度という一定の機構に支えられて
機能する。そのことは，20世紀の資本主義における国家介入の進展が，その
信用制度と国家との関係の緊密化の進展と深くかかわることの原点をなして
いると云えるであろう。
この論点に法学的観点から鋭いメスを入れられたのは富山康吉氏である力､
氏の所説をふまえつつ，ここでの論点を進めてみよう。「信用が私的所有の
発展形態でありながら，それが契約にもとずく債権関係として現象するのが
（1）
すぐれて近代的信用の法的特徴である凶そこで，一切の契約は両当事者の自
由な意思の合致によってのみ拘束力を生ずるという「社会的意思」に支えら
れて，「合意にもとづく請求権すなわち債権は，当然に実現されるべき一個
（2）
の権利であるとする観念が，普遍的に承認されるに至るJこのような債権の
「普遍的承認」は，単なる私有権の「一般的承認」としての近代市民法によ
（3）
り複雑な内容を加えつつ，「近代法における債権の優越的地位」を形成して
いく。というのも，資本主義社会の発展自体力ざ，労働力商品の売買において
契約と労働過程後に支払われるという債権契約を常態とすることをはじめと
して，ますます流通空費の節約要求から信用取引を拡大させ，社会的再生産
の殆んどの商品交換・契約を債権契約化し，物に対する所有権・請求権（物
権的関係)よりは価値支配としての所有権･請求権（債権的関係）の形態を拡
．（4）
大していく傾向を持っているからである。また，そのような債権そのもの
の社会的な拡大に不可避に随伴するものとしてのその承認形態の社会化
（例えば手形の裏書性の法制化）が発展し，同時にそのような発展を支える
信用制度も発展する。そして，「社会的信用である銀行券債権の流通という
発展において，貨幣の物質性が後退し，貨幣占有＝所有権と金銭債券との，
したがって物権との区別はますます失われ，貨幣所有は非物質的な社会関係
－68－
そのものに，たんなる価値のタイトルに転化する凶このような債権内容の
非物質化を把握する場合，近代的所有権自体が商品交換社会では抽象的
（6）
形態たるを免れない’価値」を所有することになるが故に「観念性」を帯び
るという点に留意する必要がある。と共に，重要なことは，債権内容の非物
質化の進展に応じた，いわばその非物質化を機構的に代替。補完する一定の
信用制度の発展がある点に留意する必要がある。銀行券債権の流通の場合も，
商業信用（商業手形）の銀行信用（銀行手形）による手形割引を介しての代
位，より上位の社会的信用を持つ中央銀行の信用への再割引を介しての代位，
という信用制度を軸とする展開があることは云うまでもないが，ここでの要
点は，このような信用制度の形態で信用関係を秩序づける「社会的規範」の
●●●
拠り所が形成されているという点にある。
信用制度は，「最後の貸手」であり「銀行の銀行」である中央銀行を頂点
とするヒエラルヒー的制度において信用関係・債権関係の「社会的規範」を
維持しており，この意味で中央銀行は「国民的信用」を背景に成立している
と共に，それを維持する経済的機構として活動している。他方で，中央銀行
は，「国家信用」を背景とし，「法定の支払手段」としての銀行券を発行する，
（7）
国家の介入した制度という慣緬がある。この「難問」たる「国民的信用」と
（8）
「国家信用」との論理的関係づけの問題は，先述した経済的諸関係における
権力関係と国家権力との関係に類似した問題を持っている。
中央銀行における国家の介入した制度としての側面は，銀行券の発券機能
の集中－その国家による法的保障と銀行券の商業流通から一般的流通への拡
大一国家による「現金」としての保障（法貨規定）において形成される。こ
のような「国家信用」のケネシスの論理をするに際しては，まず第1に，銀
行券の発券機能の集中において，先述のヒエラルヒー的信用制度を背景とし
つつ，債権関係に内在する非物質化が進展し，そのような過程で形成される
（9）
「国民的信用」がその土台となることが注意されねばならない。第2に，そ
れと共に，銀行券が一般的流通に入るに際して一定の条件が追加されねばな
らない点に留意する必要がある。つまり，資本家階級は，社会的再生産の発
展の要請から，本来信用関係にかかわる「社会的規範」に関与しえない労働
者階級に支払手段として債権の受容を迫らざるをえない。またそのような独
自性をもった主体の債権の受容は，社会的再生産の動揺と混乱（恐慌）を促
進する要因､であり､信用制度自体に不安定要因を追加する。資本家の債権関
－69－
係の社会的拡大の要求一銀行券の一般的流通への拡大の要求と社会的再生産，
信用制度の不安定要因の追加との矛盾は，恐慌時に集中的に顕在化し，資本
家に共同して国家介入への要求を形成せしめることになろう10乞､<して,債
権関係の社会的拡大と信用制度の発展によって構築された「国民的信用」は，
「国家信用」によって権力的な保障を獲得する。ここで留意すべき焦点は，
近代的鋳造主権の形成から中央銀行への銀行券の発券集中と法質規定への発
展,即ち,信用を介しての社会的再生産の奥深いところへの国家介入の進展に
は，経済的諸関係でありながら，資本家の相互承認的意思関係を基盤に構築
された信用制度の機構的発展があり，その「国民的信用」を支える制度の活
動と国家の経済的活動とはいわば相互補強的関係を形成し，社会的再生産を
円滑に発展させるための中軸的な社会的機構を形作っていった，という点であ
る。
しかし，資本主義的再生産の発展と共に激化する矛盾と混乱，それらの集
中的表現である恐慌の激化に対し，信用制度とそれに関連する国家の活動は
上述の再生産活動に組み込まれた状態を前提に，再生産を円滑に進める役割
というよりは，対応策の手段としての性格を帯びて行くことになる。それが
明白な形で出現するのは19世紀末「大不況」期に入ってからであるが，その
ような再生産の混乱の激化に対する対応策は，再生産の円滑な進行を定着さ
せるための信用制度等の経済的諸制度（非国家的組織）の発展と国家権力の
一定の介入の前段的な積重ねの上に，そして多くの場合経済的諸制度と国家
介入の統合化．総体化としてあらわれる点が注意されねばならないのである。
ところで，近代的信用と国家との関係にかんする上述のような問題につい
て，先に示したような信用制度にかかわる事実にかんしては，研究も少〈な
いので，ここでもそれらをふまえることで十分と考えるのであるが，それ以
外の要因として重要と思われる次の問題は事実自体をここで多少とも検討せ
ざるをえない。それはイギリス19世紀中葉の破産法改正にかんする問題であ
り，この点は殆んど注目されていないので多少立入っておきたい。この問題
は，恐慌に伴う信用関係（債権関係）の混乱救済のより直接的な対症療法的
政策として重要な内容を持つばかりでなく，資本主義的再生産の継続的維持
のための不可避的な国家介入という問題を持つものである。
イギリスの破産法は1837年頃までは，恐意的な運用を行う破産裁判所の不
合理な処理および破産手続費用の巨大さによって，「商業に精通したあらゆ
－70－
る人を恐怖させ｣，「『破産裁判所をしてその救済策に頼る人々に，ほとんど
（1）
なんの利益も与えなかった｡』」といわれるような状態であった。イギリス資
本主義の発展と共に激化する恐慌は，このような破産法の状態に改善を迫っ
ていくことになる。しかし，1847年恐慌後の1849年破産法統合法(Bankru-
（12）
ptcyLawConsolidationAct)は関係法規の形式上の統合をしたにすぎず，
（13）
1850年代においても上述のような問題は基本的には解決されなかったが，57
年恐慌後の破産の拡大を契機に,1858年から近代的な合理的形態への抜本的
改正の気運が高まり始める。そしてここには，上述のような古い破産法の欠
陥の是正に加えて，恐慌にかかわる次の2つの問題が登場していたと考えら
れる。1つは，信用関係の拡大によって破産の範囲が拡大し，それに伴う精
算額も巨大になり，破産法による救済の範囲を拡大する必要が生じた，とい
う点である。2つは，恐慌の突発的な波及によって，なお経済的余力を持っ
ている産業者まで破産に追込まれる場合が少からず出現し，債権の連鎖関係
に対する的確な調整の手段が必要になっていった，という点である。これら
の事態は，信用関係、債権関係の社会的拡大に伴う，或は信用恐慌に伴う新
たな問題としての対応策を迫るものであった。債務者救済を主要目的とした
古い破産法から,債権者の救済とその後の活動を可能ならしめるような新たな破
（14）
産法が要求されていったのである。しかもこれらの問題については,商業会議所
やその代表者達の間で1857年恐‘|荒以来3，4年にわたって問題にされてきたの
（15）
であった。そしてまた，このような動向は，イギリスにおける債権としての
（16）
財産の重要性が増大することの法的反映の過程を示すものでもあり，1857年
恐|荒の株式銀行への大きな影響の結果としての株式銀行有限責任法(Joint
（17）
StockBanksLimitedLiabilityAct)などの近代株式会社法の整備（有
限責任法LimitedLiabilityAct-1858年，株式会社法統合法Compa-
（18）
niesActConsolidationAct-1862年)の流れとも呼応するものであった
と考えられる。
このような状況の中で出現した1861年新破産法は，債権の保護を確立し，
債権者に大きな力を与えた点で一つの画期をなすものであった。破産財産の
整理主体として，旧法の公的受托者(officialassignee)から債権者の受托
者(creditor'sassignee)への転換がはかられ，実業家（債権者）の利益に
沿った，また，官僚的腐敗の少ない経済的合理性に沿った処理をなしうるよ
（19）
うな制度への移行が達成されたのである。
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しかし，この自由主義的な制度の問題点は，公的機関にとって代った債権
者の受託者が信頼しうる主体でありうるか，また，その困難な仕事をやるだ
（20）
けの利益が保障されうるか，ということであった。これらの点は，多くの混
迷した経験をふまえ，1868年の法的手続きの強化の過程を経て，1869年新破
産法においての大巾な法的整備（地方破産裁判所は廃止され，州およびロン
ドン裁判所で法的業務は行われる。裁判所は債権者委員会を召集するだけで
あり，実際的処理はその委員会の監視下で管財人<trustee>が遂行する。債
務者は債務額に対して一定額を払えば経済的活動を継続しうる可能性力曾与え
（21）
られる｡）によって対処されたのであった。
こうして，ますます世界市場恐慌として深刻化する恐′|荒の結果としての債
権関係の混乱に直接的に対処するために，新破産法は，債権者自身による債
権関係の擁護という「社会的規範」の形成を基底的過程としつつ，それを国
家によって強制し定着させるために，市民法的原理に沿いながらも法的枠組
みの強化という形での国家権力の介入を深めつつ，整備されていったのであ
る｡従ってそこに.資本家＝債権者自身が恐'荒に対応しうる条件を作り出すこ
とによって債権関係をより安定的なものとして制度化しようとする側面と，
それが国家権力を利用することによって補強されると共に，そのことが信用
制度の強化・発展を通して国家権力を補強する側面との，いわば相互補強的
な社会的機構の発展の形態をみること力§できるように思われる。
このような発展を前提として，「大不況」期における新たな破産法の展開
があらわれる。それはまず，のちに関税改革を推進し，社会改革と帝国主義
を結合せんとしたあのJ･チェンバレンのリー ダー シップ°による，破産法にお
ける権限の司法から商務省への転換の試みとして現われる。
イギリス19世紀の経済政策形成過程分析の最も重要な文献とも云える『商
（2）
業と産業』は，上記のような事情を次のように述べている。「1880-5年の
政府は，交易への干渉を進んでやろうとはしなかったが，組織の小巾な改革
には進んで取り組んだ。その動向は破産法改正に対する政府案の中に表明さ
れている。産業界はその法に対して長い間不満を持っていたが，拡大する不
況はその事態に一層の拍車をかけた。1879年に，ロンドンの銀行家と商人達
はビコンスフィールド郷<デイズレリィ首相＞へその問題の請願書を提出し
た。さらに1880年には保守党綱領の一課題となった。1881年にチェンバレン
〈1880年第2次グラッドストーン内閣で商務省沙官に就任＞は政府案を提出
－72一
した力欝，これは枠外の案件となったので，次年度に2つの個人的な提案を加
,･えて再提出した。そのチェンバレン提案の最も顕著な特徴は，これまで破産
の判断にかんし司法に属していた権限を商務省E移すことによって商務省の
（23）
影響を増大する方向を持っていることであったり(〈＞内は引用者）チェン
バレンは，破産を単に債務者，債権者の個人的な事象でなく，共同社会の利
益にかかわる惨禍とみており，従って，政府が保護救済し，大きな破壊を阻
（24）、
止しなければならないものと考えていたのである。
かくして1883年破産法があらわれる。「1869年法は債権者の優位を作り上
げた。1883年法は商務省という形の新たな要因を導入している。……法的機
能はむろん裁判所に残されたが，行政的コントロールと監督は商務省に任ね
（25）
られるJそしてこのような内容は，株式会社にかんする規定を加えつつ，
1890年法へと一層政府の行政的機能，経済政策的機能を強めつつ拡充される
（26）
ことになるのである。
上にみてきたように，資本主義的再生産の発展と共に拡大する信用関係，
債権関係は，それに内在する非物質化の進展に照応して中央銀行を基軸とす
る信用制度の発展によって支えられ，保障されていく。同時に信用拡大その
ものに随伴し，しかも激化する恐慌という資本主義的混乱は，信用制度と国
家との相互補強的関係を強めていくと共に，恐慌の拡大に対抗する債権関係
の救済と保護にかんする国家機能をも強めていくのである。そしてこのよう
な展開が，資本主義的再生産を円滑に進行させようとする資本家階級の「社
会的意思」の形成，その「社会的規範」としての定着化，より上部構造的社
会機構への制度化の進展，その法的関係一法律への制度的整備の進展という
形で実現していくことに留意する必要がある。同時に，そのような国家介入
の｢ケネシス論｣的分析のもとで，経済的諸関係における権力的関係および制
度的関係と国家権力力ざ相互補強的関係にあることが析出されうるように思わ
れるのである。そしてまた，このような経済的諸制度の発展と国家介入の前
段的積重ねの上に，そして多くの場合それらの統合化・総体化として「大不
況」期以降の資本主義的再生産における国家権力はあらわれるように思われ
（27）
るのである。これらの点については別に論ずることにしたい。
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